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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」に示すとおり，竜巻防護対策

設備のうち，取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリア，燃料移送ポンプエリア及び

建物開口部に設置する竜巻防護鋼板が，竜巻時及び竜巻通過後においても構造健全性を保持し，

外部事象防護対象施設の安全機能を維持することを確認するものである。 
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2. 基本方針 

Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「2.3 荷重及び荷重の組合せ」，「3.2 

竜巻防護鋼板の構造設計」及び「5. 許容限界」を踏まえて，竜巻防護鋼板の「2.1 位置」，「2.2 

構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格・基準等」を示す。 

 

2.1  位置 

竜巻防護鋼板は，取水槽（取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリア），燃料移送

ポンプエリア及び建物開口部に設置する。竜巻防護鋼板の位置図を図 2－1に示す。 

 

 

 

図 2－1 竜巻防護鋼板の位置図 

取水槽 
燃料移送ポンプエリア ●：建物開口部 
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2.2  構造概要 

Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「3.2 竜巻防護鋼板の構造設計」

に示す構造設計を踏まえて，竜巻防護鋼板の構造を設定する。 

取水槽海水ポンプエリア，取水槽循環水ポンプエリア，燃料移送ポンプエリア及び建物開口

部の竜巻防護鋼板は，鋼板で構成する鋼製構造物である。 

(1)  取水槽海水ポンプエリア竜巻防護鋼板 

取水槽海水ポンプエリア竜巻防護鋼板は，当該竜巻防護対策設備の架構に取り付けられ

外部事象防護対象施設の外殻となる。取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の平面図を図

2－2，断面図を図 2－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

  図 2－2 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の平面図 

 

 

Ａ－Ａ断面図 

図 2－3 取水槽海水ポンプエリア防護対策設備の断面図 

A
 

34.18 

A
 

6
.0
5 

(単位：m) 

6.05 

1
.9
7
8 

(単位：m) 

) 



 

4 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
1-
4 
R0
 

(2)  取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護鋼板 

取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護鋼板は，当該竜巻防護対策設備の架構に取り付けら

れ外部事象防護対象施設の外殻となる。取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の平面図

を図 2－4，断面図を図 2－5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－4 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の平面図 

 

 

 

 

   

 

 

Ａ－Ａ断面図 

図 2－5 取水槽循環水ポンプエリア防護対策設備の断面図 
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   (3)  燃料移送ポンプエリア竜巻防護鋼板 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護鋼板は，当該竜巻防護対策設備の架構に取り付けられ外

部事象防護対象施設の外殻となる。燃料移送ポンプエリア防護対策設備の平面図を図 2－

6及び 8，断面図を図 2－7及び 9に示す。 
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図 2－6 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の平面図 
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図 2－7 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（北側）の断面図  

Ａ－Ａ断面図 

Ｂ－Ｂ断面図 
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図 2－8 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の平面図 
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図 2－9 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の断面図（1/2） 
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図 2－9 燃料移送ポンプエリア防護対策設備（南側）の断面図（2/2） 
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(4)  建物開口部竜巻防護鋼板 

建物開口部竜巻防護鋼板は，当該竜巻防護対策設備の架構に取り付けられ外部事象防護

対象施設の外殻となる。建物開口部防護対策設備の概要図を図 2－10に示す。 

 

 

図 2－10 建物開口部防護対策設備の概要図 
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 2.3  評価方針 

竜巻防護鋼板の強度評価は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「2.3 

荷重及び荷重の組合せ」及び「5. 許容限界」を踏まえ，竜巻防護鋼板の評価対象部位生じる

応力等が許容限界に収まることを，「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」

に示す条件を用いて計算し，その結果を「5. 強度評価結果」に示す。 

評価対象部位は，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷重とこれに組み合わせる荷重（以下

「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，選定する。 

(1) 衝突評価の方針 

設計飛来物が竜巻防護鋼板に衝突した場合に，設計飛来物が鋼板を貫通しない最小肉厚

（必要最小肉厚）に対し，竜巻防護鋼板が十分な厚さを有していることを確認する。 

竜巻防護鋼板の衝突評価フローを図 2－11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－11 竜巻防護鋼板の衝突評価フロー 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

竜巻防護鋼板の貫通評価 

強度評価結果の確認 

設計竜巻による荷重 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007」（（社）日本機械

学会） 

・日本産業規格(ＪＩＳ)（以下「ＪＩＳ」という。） 

・「建築物荷重指針・同解説」（(社)日本建築学会，2004 改定） 

・Methodology for Performing Aircraft Impact Assessments for New Plant Designs 

(Nuclear Energy Institute 2011 Rev8(NEI 07-13)) 

・動的繰返し大変形を受ける溶接鋼構造物のぜい性破壊性能評価方法（WES2808：2003）

（（社）日本溶接協会） 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

   (1) 衝突評価の記号の定義 

衝突評価に用いる記号を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 衝突評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｅ MPa 縦弾性係数 

Ｅ’ MPa 塑性硬化係数 

Ｇ ― ガスト影響係数 

Ｔ ℃ 想定するひずみ速度時の温度 

Ｔ０ ℃ 基準ひずみ速度時の温度 

ＷＭ N 設計飛来物による衝撃荷重 

ε ― 想定するひずみ速度 

ε’ ― 破断ひずみ 

ε０ ― 基準ひずみ速度 

σＴ MPa 想定するひずみ速度時の引張強さ 

σＴ０ MPa 基準ひずみ速度時の引張強さ 

σＹ MPa 想定するひずみ速度時の降伏応力 

σＹ０ MPa 基準ひずみ速度時の降伏応力 

 

・ 

・ 
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3.2  評価対象部位 

衝突評価として，「2.3 評価方針」に示すとおり，竜巻防護対策設備の外殻を構成する竜巻

防護鋼板を対象とする。 

(1) 衝突評価の評価対象部位

竜巻防護鋼板を評価対象として選定する。評価対象の仕様を表 3－2に，評価対象部位を

図 3－1～図 3－4に示す。 

表 3－2 竜巻防護鋼板の仕様 

評価対象 材質 
厚さ 

(mm) 

取水槽海水ポンプエリア竜巻防護鋼板 SS400 

取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護鋼板 SS400 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護鋼板 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護鋼板（穴あき） 

建物開口部竜巻防護鋼板 SS400 

図 3－1 評価対象部位（取水槽海水ポンプエリア竜巻防護鋼板） 

 

図 3－2 評価対象部位（取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護鋼板） 
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図 3－3 評価対象部位（燃料移送ポンプエリア竜巻防護鋼板） 

：評価対象部位 

鋼板（穴あき） 

鋼板（穴あき） 

鋼板 

鋼板 

鋼板 

鋼板 
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図 3－4 評価対象部位（建物開口部竜巻防護鋼板） 

：評価対象部位 
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 3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「2.3 荷

重及び荷重の組合せ」を踏まえて設定する。 

 

(1) 衝突評価の荷重及び荷重の組合せ 

a. 荷重の設定 

衝突評価には以下の荷重を用いる。 

(a) 設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ） 

設計飛来物による衝撃荷重(ＷＭ)は，表 3－3に示す設計飛来物の衝突に伴う荷重と

し，表 3－4に設計飛来物の材料定数を示す。 

 

表 3－3 設計飛来物の諸元 

設計飛来物 

寸法 

長さ×幅×奥行き 

(m) 

質量 

(kg) 

水平方向の 

飛来速度 

(m/s) 

鉛直方向の 

飛来速度 

(m/s) 

鋼製材 4.2×0.3×0.2 135 51 34 

 

表 3－4 設計飛来物の材料定数 

設計飛来物 
σＹＯ 

（MPa） 

Ｅ 

（MPa） 
ポアソン比 

鋼製材 245 2.06×105 0.3 

 

 

b.  荷重の組合せ 

貫通評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方

針」の「2.3 荷重と荷重の組合せ」のとおり，設計飛来物による衝撃荷重を考慮する。

竜巻防護対策設備は外殻に面する部材に気圧差は生じないことから，気圧差による荷重

は考慮しない。また，衝突評価においては，自重及び風圧力による荷重は有意ではない

ため，考慮しない。 

評価において考慮する荷重の組合せを表 3－5に示す。 

 

表 3－5 荷重の組合せ 

評価内容 荷重の組合せ 

貫通評価 ＷＭ 
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3.4 許容限界 

竜巻防護鋼板の許容限界は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「5. 許

容限界」にて設定している許容限界を踏まえて，「3.2 評価対象部位」にて設定している部位

における機能損傷モードを考慮して，設定する。 

 

(1) 衝突評価の許容限界 

衝突解析により求めた必要最小肉厚を許容限界として設定する。以下に，解析条件及び

許容限界を示す。 

a. 解析条件 

(a) 解析モデル及び諸元 

設計飛来物の衝突による竜巻防護鋼板の貫通は，設計飛来物の運動エネルギを竜巻

防護鋼板の変形によるひずみエネルギにより吸収しきれない場合に生じると考え，必

要最小肉厚を安全側に評価するために，被衝突物の寸法は，鋼製材の断面寸法(0.3m

×0.2m)に 0.1m の固定代を考慮して，0.5m×0.4m とする。 

設計飛来物及び被衝突物の衝突解析モデルを図 3－5，境界条件を表 3－6 に示す。 

 

図 3－5 設計飛来物及び被衝突物の衝突解析モデル図 

 

表 3－6 解析モデルの境界条件 

項目 境界条件 

設計飛来物 X，Y，Z 方向並進拘束 

被衝突物 4 辺固定 
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イ. 解析コード 

衝突解析には，解析コード「Virtual Performance Solution」を用いる。解析コ

ードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5-43「計算プログラム（解析コ

ード）の概要・Virtual Performance Solution」に示す。 

 

ロ. 材料仕様 

         構成する材料仕様については，「3.2 評価対象部位」に示すとおり設定する。 

 

(b) 材料定数 

使用材料の材料定数を「鋼構造設計基準－許容応力度設計法－」，ＪＩＳ等に基づき

設定し，表 3－7に示す。 

 

表 3－7 使用材料の材料定数 

分類 材質 

厚さ 

 

(mm) 

降伏応力 

σＹ０ 

(MPa) 

縦弾性係数 

Ｅ 

(MPa) 

引張強さ 

σＴ０ 

(MPa) 

破断ひずみ 

ε’ 

（－） 

塑性硬化係数 

Ｅ’ 

(MPa) 

竜巻

防護

鋼板 

SS400 

  
2.06×105 400 

  

 

 
 2.06×105 400   

 

 
 2.06×105 400   

       

 

(c) 材料モデル 

イ. 材料の応力―ひずみの関係 

     材料モデルでは，竜巻防護鋼板の破断ひずみを設定し，破断ひずみを超えた要素

が荷重を負担しないことを考慮する。材料の応力－ひずみ関係はバイリニア型とし，

降伏後の塑性硬化係数（２次係数Ｅ’）を表 3－6に示す。材料に適用するバイリニ

ア型の応力－ひずみの関係を図 3－6に示す。 

 

図 3－6 竜巻防護鋼板及び設計飛来物（鋼製材）の応力－ひずみ線図 
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ロ. ひずみ速度効果

衝突現象による鋼板の変形速度は速いため，ひずみ速度効果を考慮することと

し，以下に示す日本溶接協会の推定式（以下，WES 式）から得られる動的増大効果

を線形補間し設定する。 

σＹ＝σＹ0(Ｔ0)・exp{8×10-4・Ｔ0・(
σＹ0(Ｔ0)

Ｅ
)

-1.5

・
1

Ｔ・ln (108 ε
̇

⁄ )
－

1

Ｔ0・ln (108 ε0
̇

⁄ )
} 

σＴ＝σＴ0(Ｔ0)・exp{8×10-4・Ｔ0・(
σＴ0(Ｔ0)

Ｅ
)

-1.5

・
1

Ｔ・ln (109 ε
̇

⁄ )
－

1

Ｔ0・ln (109 ε0
̇

⁄ )
} 

ハ. 破断ひずみ

破断ひずみは，ＪＩＳ又はメーカー試験値に規定されている伸びの下限値を基に

設定する。また，「NEI 07-13：Methodology for Performing Aircraft Impact 

Assessments for New Plant Designs」（以下「NEI 07-13」という。）においてＴＦ

（多軸性係数）を 2.0 とすることが推奨されていることを踏まえ，安全余裕として

二軸引張状態でＴＦ＝2.0 を考慮する。ＴＦについては，竜巻防護鋼板のみ考慮す

る。 

なお，安全側の評価として，竜巻防護鋼板の破断ひずみを超えた要素は削除する

こととし，鋼製材の破断ひずみを超えた要素は削除せず，荷重を伝達するものとす

る。 

b. 許容限界

「3.4(1)a. 解析条件」を基に解析により求めた必要最小肉厚を表 3－8に示す。

表 3－8 許容限界（貫通評価） 

評価対象 材質 衝突方向 
必要最小肉厚 

(mm) 

取水槽海水ポンプエリア竜巻防護鋼板 SS400 水平 16 

取水槽循環水ポンプエリア竜巻防護鋼板 SS400 鉛直 16 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護鋼板 

燃料移送ポンプエリア竜巻防護鋼板（穴あき） 

建物開口部竜巻防護鋼板 SS400 水平 16 
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3.5 評価方法 

(1) 衝突評価の評価方法 

竜巻防護鋼板の厚さが「3.4 許容限界」で定めた必要最小肉厚を上回っていることを

確認する。 
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4. 評価条件 

(1) 衝突評価 

          評価条件については，「3. 強度評価方法」に示すとおり設定する。 
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5. 強度評価結果 

(1) 衝突評価 

衝突評価結果を表 5－1 に示す。竜巻防護鋼板の厚さは必要最小肉厚を上回っており設

計飛来物は竜巻防護鋼板を貫通しない。 

 

表 5－1 評価結果 

評価箇所 材質 衝突方向 
必要最小肉厚 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
結果 

取水槽海水ポンプエリア 

竜巻防護鋼板 
SS400 水平 16  貫通しない 

取水槽循環水ポンプエリア

竜巻防護鋼板 
SS400 鉛直 16  貫通しない 

燃料移送ポンプエリア 

竜巻防護鋼板 
    貫通しない 

燃料移送ポンプエリア 

竜巻防護鋼板（穴あき） 
    貫通しない 

建物開口部竜巻防護鋼板 SS400 水平 16  貫通しない 

 

 




